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シ
リ
ー
ズ
39 

『
本
部
・
県
本
部
財
政
見
直
し
』 

現
在
、
組
織
討
議
に
付
さ
れ
て
い
る
「
自
治
労
本
部
・
県

本
部
財
政
の
見
直
し
」
に
つ
い
て
、
各
単
組
で
充
分
に
議

論
し
、
多
く
の
意
見
書
を
県
本
部
へ
提
出
し
よ
う
！ 

▼
【
図
表
１
】
は
、
今
後
10
年
間
の
県
本
部

の
納
入
人
員
と
（
一
般
）
組
合
費
収
入
の
推

移
で
す
。
納
入
人
員
と
は
、
基
本
的
に
組
合

員
数
の
90
％
（
定
年
延
長
職
員
・
再
任
用
職

員
・
任
期
付
職
員
・
会
計
年
度
任
用
職
員
に

つ
い
て
は
、
別
途
調
整
）
の
数
で
、
こ
れ
に

単
価
を
か
け
て
県
本
部
組
合
費
を
算
出
し

ま
す
。
納
入
人
員
に
つ
い
て
は
、
そ
も
そ
も

の
職
員
数
の
減
や
、（
全
県
的
に
見
て
）
組
合

に
加
入
し
な
い
人
の
増
加
に
よ
り
、
10
年
後

に
は
６
％
程
度
減
る
と
見
込
ん
で
い
ま
す
。

こ
れ
に
伴
い
【
図
表
２
】
の
と
お
り
10
年
後

に
は
、（
一
般
）
組
合
費
が
７
７
０
万
円
減
る

と
し
て
い
ま
す
。【
図
表
３
】
は
、
各
単
組
か

ら
県
本
部
に
納
入
さ
れ
る
組
合
費
の
内
訳

で
す
。
県
本
部
は
、
自
治
労
本
部
へ
「
本
部

分
」
と
記
載
さ
れ
て
い
る
額
を
納
入
す
る
こ

と
と
な
り
ま
す
。 

▼
結
論
を
書
く
と
、
自
治
労
本
部
・
県
本
部

と
も
今
後
、
組
合
員
数
（
納
入
人
員
）
が
減

少
し
、
組
合
費
収
入
が
減
っ
て
い
く
こ
と
。

こ
れ
に
対
し
、
支
出
額
も
減
れ
ば
い
い
の
で

す
が
、
単
組
の
力
量
が
低
下
し
て
い
る
状
況

が
あ
り
、
よ
り
本
部
・
県
本
部
に
よ
る
サ
ポ

ー
ト
を
強
化
し
て
い
か
な
け
れ
ば
い
け
な

い
現
実
が
あ
る
こ
と
等
の
理
由
か
ら
、
組
合

費
を
値
上
げ
せ
ざ
る
を
得
な
い
と
い
う
内

容
で
す
。
具
体
的
に
は
、
本
部
は
、
27
年
10

月
か
ら
【
図
表
３
】
の
本
部
分
一
般
組
合
費

月
額
５
７
０
円
を
１
０
０
円
引
き
上
げ
る

▼
先
月
10
日
・
11
日
の
日
程
で
、
リ
ス
テ
ル

猪
苗
代
で
開
催
さ
れ
た
県
本
部
定
期
大
会

に
お
い
て
、「
自
治
労
本
部
・
県
本
部
財
政
の

見
直
し
」
に
つ
い
て
組
織
討
議
（
役
所
で
言

え
ば
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
）
に
付
す
こ
と

が
決
定
さ
れ
、
現
在
、
各
単
組
に
お
い
て
、

意
見
書
の
提
出
（
提
出
期
限
12
月
25
日
）
へ

向
け
て
内
容
の
精
査
が
始
ま
っ
て
い
る
も

の
と
思
い
ま
す
。
今
回
は
、
各
単
組
か
ら
多

く
の
意
見
書
が
提
出
さ
れ
る
よ
う
に
、
こ
の

見
直
し
案
の
概
要
を
（
県
本
部
の
部
分
を
中

心
に
）
ご
説
明
し
た
い
と
思
い
ま
す
。 

 

紙面学習 

当面の日程 
■11 月 19 日（水） 

○17:30～磐梯町職労第 64 回定

期大会（磐梯町役場） 
 

■11 月 21 日（金） 

○18:30～総支部単代会議（会津

労福会館） 
 

■11 月 25 日（火） 

○17:45～湯川村職労第 73 回定

期大会（湯川村公民館） 
 

■11 月 28 日（金） 

○18:30～南会津町職労第 21 回

定期大会（南会津町役場） 
 

【図表１】県本部の今後 10 年間の納入人員と 

（一般）組合費収入の推移 
年度 納入人員 組合費 

2025 14,524 129,844,560 

2026 14,435 129,048,900 

2027 14,247 127,368,180 

2028 14,259 127,475,460 

2029 14,172 126,697,680 

2030 14,086 125,928,840 

2031 14,000 125,160,000 

2032 13,915 124,400,100 

2033 13,830 123,640,200 

2034 13,746 122,889,240 

2035 13,662 122,138,280 

【図表 2】今後 10 年間の組合費収入の推移 

 

【図表 3】県本部へ納入する組合費の内訳 
区分 県本部分 本部分 

一般組合費 月 590 円 月 570 円 

救援費 月 100 円  

休職補償費 月 55 円  

計 月 745 円 月 570 円 

   

闘争組合費   

闘争費 年 3,700 円 年 3,000 円 

地方自治研究費 年 700 円  

計 年 4,400 円 年 3,000 円 

   

合計 年 13,340 円 年 9,840 円 

 

118,000,000

120,000,000

122,000,000

124,000,000

126,000,000

128,000,000

130,000,000

132,000,000

2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035

県本部組合費収入の見通し

▲770 万円 
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こ
と
。
県
本
部
は
、
１
年
前
倒
し
で
26

年
10
月
か
ら
、
一
般
組
合
費
５
９
０
円

を
95
円
引
き
上
げ
る
、
と
し
て
い
ま

す
。
合
わ
せ
る
と
月
額
１
９
５
円×

12

月
＝
年
２
３
４
０
円
の
引
き
上
げ
と
な

り
ま
す
（
実
際
に
は
こ
の
９
割
分
）。 

 

ま
た
、
こ
れ
ま
で
は
本
部
も
県
本
部

も
組
合
費
は
「
定
額
制
」
と
し
て
き
ま
し

た
が
、
28
年
６
月
か
ら
「
定
額
ス
ラ
イ

ド
方
式
」
と
す
る
と
し
て
い
ま
す
。
こ
れ

は
、
前
年
度
の
月
額
組
合
費
に
人
事
院

勧
告
の
官
民
較
差
率
（
本
年
の
人
勧
で

は
３
・
62
％
）
分
を
上
乗
せ
す
る
と
い

う
も
の
で
す
。 

▼
次
に
、
県
本
部
の
引
き
上
げ
分
「
95

円
」
の
根
拠
に
つ
い
て
、【
図
表
４
】
で

ご
説
明
し
ま
す
。 

ま
ず
、
①
県
本
部
組
合
費
収
入
減
の

対
応
分
が
５
円
、
②
内
局
専
従
役
員
の

人
件
費
不
足
分
が
57
円
、
③
県
本
部
事

務
所
の
家
賃
等
の
経
費
で
33
円
、
計
95

円
と
い
う
訳
で
す
。
補
足
説
明
す
る
と
、

②
内
局
専
従
役
員
の
内
、
書
記
次
長
が

欠
員
と
な
っ
て
い
ま
す
。
本
来
、
書
記
次

長
の
担
当
は
、
自
治
体
議
員
連
合
・
自
治

研
・
財
政
・
教
育
宣
伝
・
機
関
紙
・
文
化

対
策
（
ス
ポ
大
等
）・
内
局
打
合
せ
等
々

で
す
が
、
こ
れ
ら
が
書
記
長
等
へ
割
り

振
ら
れ
て
、
何
と
か
こ
な
し
て
い
る
と

い
う
の
が
実
態
だ
と
思
い
ま
す
（
経
験

者
と
し
て
、
や
は
り
書
記
次
長
は
必
要

で
す
）。
③
に
つ
い
て
は
、
現
在
県
本
部

が
入
っ
て
い
る
協
働
会
館
の
老
朽
化
に

よ
り
26
年
11
月
ま
で
に
退
去
す
る
必

要
が
あ
り
、
こ
れ
に
伴
い
新
た
な
事
務

所
を
借
り
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。 

▼
以
上
で
す
。
要
は
、
収
入
が
減
っ
て

も
、
そ
の
分
の
支
出
は
減
ら
せ
な
い
か

ら
組
合
費
を
上
げ
る
と
い
う
こ
と
で

す
。
で
も
、
減
ら
せ
る
支
出
は
存
在
し
ま

す
。
例
え
ば
、
印
刷
費
。
大
会
等
々
の
膨

大
な
資
料
は
、
未
だ
に
紙
。
そ
ろ
そ
ろ
組

合
も
完
全
ペ
ー
パ
ー
レ
ス
化
を
目
指
す

必
要
が
あ
る
と
思
い
ま
す
。
そ
れ
に
は

単
組
の
理
解
・
協
力
も
必
要
で
す
。 

○
本
文
の
続
き
に
な
り
ま
す
が
、
私
見

を
少
々
（
笑
）。
上
記
②
③
に
関
連
し
て
、

県
本
部
内
局
専
従
役
員
選
出
の
最
大
の

障
壁
は
（
県
北
以
外
）「
単
身
赴
任
が
必

要
」
で
あ
る
と
い
う
こ
と
だ
と
思
い
ま

す
。
ま
た
、
単
組
の
支
援
強
化
の
た
め
に

は
総
支
部
体
制
の
強
化
が
必
要
で
す
。

こ
れ
ら
の
課
題
は
、
内
局
専
従
役
員
の

勤
務
先
を
「
各
総
支
部
事
務
所
」
と
す
る

こ
と
（
総
支
部
２
名
体
制
と
す
る
こ
と
）

で
解
決
で
き
る
と
思
い
ま
す
。
今
の
世

の
中
、
ど
こ
に
い
て
も
会
議
等
が
で
き

る
の
で
す
か
ら…

。 
 

（
坂
内
） 

 

 

会津総支部ホームペ

ージのトップページ

です。 

 
 

 

 

 

総支部機関紙のバッ

クナンバーは、こち

らから。 

 
 

 

 

 

 

総支部 HP 機関紙 編
集
後
記 

 
 

 
 

 

 

【図表４】県本部分「95 円」引き上げの根拠 

①県本部組合費収入の減の対応 

 ※詳細は【図表１】【図表２】参照 

 2025 年度県本部分組合費 

  14,524 人×745 円×12 カ月=129,844,560 円…a 

 2035 年度県本部分組合費（見込） 

  13,662 人×745 円×12 カ月=122,138,280 円…b 

 b-a=▲7,706,280 円 

 7,706,280÷10 年間÷13,662 人÷12 カ月≒5 円…A 

 

②内局専従役員の人件費不足分 

 現状欠員１名で単年度収支 100 万円前後の黒字⇒今後人件費不足 

 内局専従役員⇒委員長・書記長・書記次長・組織部長・調査部長 

 内局専従役員５名（県支部事務局長を除く）中、書記次長が欠員状態 

 欠員１名分人件費 9,770,000 円÷14,524 人÷12 カ月≒57 円…B 

 

③県本部事務所の家賃等の経費 

 現在の協働会館内（福島市）の事務所を立ち退く必要があり、県庁周辺 

 の賃貸物件への転居が必要となっている。 

 家賃は月 500,000 円以内とし共済県支部と折半とする。 

 （家賃 250,000 円＋駐車場代 8 台分 96,000 円＋光熱水費 

 120,000 円）÷14,524 人≒33 円…C 

 

※一人当たりの県本部分組合費引き上げ額 

 A:５円＋B:57 円＋C:33 円 =95 円 

 

 

【図表５】見直しに係るスケジュール 

時 期 内 容 

2025 年 12 月 25 日 
組織討議案に対する県本部への意見

提出期限 

2026 年 02 月 00 日 
県本部第 118 回臨時大会で「財政

見直し案」提起 

2026 年 08 月 00 日 

自治労第 100 回定期大会で各県本

部の意見を反映させた「本部構造改

革案」提起 

2026 年 10 月 00 日 一般組合費県本部分 95 円引き上げ 

2027 年 08 月 00 日 
自治労第 101 回定期大会で関連規

程等の改正 

2027 年 10 月 00 日 一般組合費本部分 100 円引き上げ 

2028 年 06 月 00 日 「定額スライド方式」開始 

  

 


